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中間決算取締役会開催日 平成１２年１１月２１日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 －

１. 平成１２年９月中間期の業績（ 平成１２年４月１日 ～ 平成１２年９月３０日 ）

(１) 経 営 成 績 (百万円未満切り捨て)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１２年９月中間期 ３１０,３６４ (△ 40.7 ) ３,８２４ ( 81.0 ) ２,３６５ ( － )
１１年９月中間期 ５２３,６８７ (△ 49.2 ) ２,１１３ ( △ 6.2 ) △ ２,５７４ ( － )
１ ２ 年 ３ 月 期 ９４７,４４２ ９,２４０ １,５９０

１ 株 当 た り
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭

１２年９月中間期 １２,４１７ ( － ) ４５ ２５
１１年９月中間期 △ ８,６９９ ( － ) △ ３５ ０２
１ ２ 年 ３ 月 期 △ １５,６０９ △ ５９ ７１

（注）①期中平均株式数 １２年９月中間期 274,428,395 株
１１年９月中間期 248,420,180 株
１ ２ 年 ３ 月 期 261,424,288 株

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２) 配 当 状 況
１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

円 銭 円 銭
１２年９月中間期 ０ ００ －
１１年９月中間期 ０ ００ －
１ ２ 年 ３ 月 期 － ０ ００

(３) 財 政 状 態
１ 株 当 た り

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１２年９月中間期 ５４４,２０３ ３０,７８９ ５.７ １１２ ２０
１１年９月中間期 ７３１,１４３ ２５,２８２ ３.５ ９２ １３
１ ２ 年 ３ 月 期 ５７０,８３３ １８,３７２ ３.２ ６６ ９５

（注）期末発行済株式数 １２年９月中間期 274,428,395 株
１１年９月中間期 274,428,395 株
１ ２ 年 ３ 月 期 274,428,395 株

２. 平成１３年３月期の業績予想（ 平成１２年４月１日 ～ 平成１３年３月３１日 ）
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 ７００，０００ ７,０００ １３，４００ ０ ００ ０ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４８円 ８３銭



売 上 高 内 訳売 上 高 内 訳売 上 高 内 訳売 上 高 内 訳
兼 松 株 式 会 社

取引形態別内訳

（単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 年 同 期 比
（平成12/4～ （平成11/4～

平成12/9） 構 成 比 平成11/9） 構 成 比 増 減 額 増 減 率
% % %

輸 出 69,951 22.6 81,814 15.6 △ 11,863 △14.5

輸 入 77,084 24.8 103,474 19.8 △ 26,390 △25.5

海 外 71,795 23.1 128,390 24.5 △ 56,595 △44.1

国 内 91,533 29.5 210,007 40.1 △ 118,474 △56.4

合 計 310,364 100 523,687 100 △ 213,323 △40.7

事業区分別内訳

（単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 年 同 期 比
（平成12/4～ （平成11/4～

平成12/9） 構 成 比 平成11/9） 構 成 比 増 減 額 増 減 率
% % %

食 料 66,888 21.6 76,303 14.6 △ 9,415 △12.3

Ｉ Ｔ 61,272 19.7 58,415 11.1 2,857 4.9

鉄鋼・プラント 58,607 18.9 89,424 17.1 △ 30,817 △34.5

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・ｴﾈﾙｷﾞｰ 94,214 30.4 162,803 31.1 △ 68,589 △42.1

繊 維 25,586 8.2 112,167 21.4 △ 86,581 △77.2

そ の 他 3,794 1.2 24,572 4.7 △ 20,778 △84.6

合 計 310,364 100 523,687 100 △ 213,323 △40.7

（注）1. 消費税等の会計処理は税抜方式によっており、上記には消費税等の額は含まれておりません。
2. 当中間期の売上高と成約高の差額については、取引形態別、事業区分別ともに僅少であります。
3. 平成11年５月に発表いたしました当社「構造改革計画」において、ビジネスの選択と集中にともな
い、事業区分を上記のとおり再編いたしました。なお、前年中間期についても同様の区分にて表示
しております。

（１）



損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書
兼 松 株 式 会 社

（単位：百万円）
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 年 同 期 比

科 目 （平成12/4～ （平成11/4～
平成12/9） 比 率 平成11/9） 比 率 増 減 額 増減率

% % %
Ⅰ 売 上 高 310,364 100 523,687 100 △ 213,323 △ 40.7
Ⅱ 売 上 原 価 299,496 96.50 508,394 97.08 △ 208,898 △ 41.1

売 上 総 利 益 10,868 3.50 15,292 2.92 △ 4,424 △ 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,043 2.27 13,178 2.52 △ 6,135 △ 46.6
営 業 利 益 3,824 1.23 2,113 0.40 1,711 81.0

Ⅳ 営 業 外 収 益 5,369 1.73 5,271 1.01 98 1.9
受 取 利 息 3,172 3,917 △ 745
受 取 配 当 金 1,682 654 1,028
その他の営業外収益 514 699 △ 185

Ⅴ 営 業 外 費 用 6,829 2.20 9,960 1.90 △ 3,131 △ 31.4
支払利息及び割引料 － 8,751 △ 8,751
支 払 利 息 6,186 － 6,186
ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ利息 － 259 △ 259
その他の営業外費用 643 949 △ 306

経 常 損 益 2,365 0.76 △ 2,574 △ 0.49 4,939 －

Ⅵ 特 別 利 益 14,540 4.68 80,064 15.29 △ 65,524 △ 81.8
有形固定資産等売却益 3 25 △ 22
投資有価証券売却益 2,291 39 2,252
債 務 免 除 益 10,000 80,000 △ 70,000
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2,245 － 2,245

Ⅶ 特 別 損 失 27,351 8.81 86,039 16.43 △ 58,688 △ 68.2
有形固定資産等処分損 125 54 71
投資有価証券売却損 384 1,956 △ 1,572
投資有価証券評価損 1,689 3,817 △ 2,128
有 価 証 券 売 却 損 － 1,111 △ 1,111
有 価 証 券 評 価 損 － 778 △ 778
ゴルフ会員権評価損 2,218 － 2,218
事 業 構 造 改 革 損 20,769 56,266 △ 35,497
特 別 退 職 金 － 22,054 △ 22,054
退職給付会計基準

変更時差異償却額 642 － 642
外貨建長期金銭

債権債務換算差損 1,522 － 1,522

税 引 前 中 間 純 損 失 10,445 3.37 8,548 1.63 1,897 －
法人税、住民税及び事業税 188 0.06 150 0.03 38 △ 25.3
法 人 税 等 調 整 額 △ 23,052 △ 7.43 － － △ 23,052 －
中 間 純 損 益 12,417 4.00 △ 8,699 △ 1.66 21,116 －

（ 参 考 ）
貸倒償却・引当金繰入額 3 238 △ 235
( 販売費及び一般管理費に含む )

（２）



貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表
兼 松 株 式 会 社

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

当中間期末 前年度末 当中間期末 前年度末
科 目 （平成12年 （平成12年 増 減 額 科 目 （平成12年 （平成12年 増 減 額

9月末） 3月末） 9月末） 3月末）

Ⅰ 流 動 資 産 306,673 379,407 △ 72,734 Ⅰ 流 動 負 債 388,289 404,165 △ 15,876

現 金 及 び 預 金 37,131 41,213 △ 4,082 支 払 手 形 15,228 28,272 △ 13,044

受 取 手 形 16,730 33,507 △ 16,777 輸入荷為替手形 27,345 32,967 △ 5,622

売 掛 金 156,223 185,932 △ 29,709 買 掛 金 57,117 71,170 △ 14,053

有 価 証 券 19 39,168 △ 39,149 短 期 借 入 金 252,957 249,404 3,553

た な 卸 資 産 30,534 33,322 △ 2,788 前 受 金 12,241 2,798 9,443

前 渡 金 14,901 6,974 7,927 デリバティブ債務 1,218 － 1,218

繰 延 税 金 資 産 2,454 － 2,454 繰延ヘッジ利益 410 － 410

短 期 貸 付 金 30,299 20,997 9,302 そ の 他 21,771 19,551 2,220

デリバティブ債権 1,377 － 1,377

繰延ヘッジ損失 514 － 514

そ の 他 18,985 22,190 △ 3,205

貸 倒 引 当 金 △ 2,500 △ 3,900 1,400 Ⅱ 固 定 負 債 125,123 148,295 △ 23,172

社 債 17,900 18,100 △ 200

長 期 借 入 金 90,704 117,498 △ 26,794

退職給与引当金 － 1,155 △ 1,155

Ⅱ 固 定 資 産 237,529 191,425 46,104 退職給付引当金 300 － 300

有形固定資産 27,531 27,885 △ 354 債務保証損失引当金 15,174 10,525 4,649

無形固定資産 63 68 △ 5 そ の 他 1,044 1,015 29

投資その他の資産 209,935 163,471 46,464

投 資 有 価 証 券 136,337 100,728 35,609

長 期 貸 付 金 29,201 32,415 △ 3,214

固定化営業債権 80,049 79,392 657

繰 延 税 金 資 産 20,598 － 20,598 負 債 合 計 513,413 552,460 △ 39,047

そ の 他 4,871 6,564 △ 1,693

貸 倒 引 当 金 △ 61,123 △ 55,630 △ 5,493 Ⅰ 資 本 金 17,722 17,722 －

Ⅱ 資本準備金 16,258 16,258 －

Ⅲ 欠 損 金 △ 3,191 △ 15,609 12,418

資 本 合 計 30,789 18,372 12,417

資 産 合 計 544,203 570,833 △ 26,630 負債及び資本合計 544,203 570,833 △ 26,630

（３）



（ 中間財務諸表作成の基本となる事項 ）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券・・・・・・・・・移動平均法による原価法によっております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法によっております。ただし、販売用不動産は個別法による原価法によっております。

3. デリバティブの評価方法
時価法によっております。

4. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・定率法によっております。ただし、建物（附属設備を除く）及び賃貸用固定資産につい

ては定額法によっております。
無形固定資産・・・定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

5. 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

6. 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（ 6,423百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。

7. 債務保証損失引当金
関係会社等に対する債務保証に関して生じる損失に備えるため、相手先の財政状態等を勘案して個別に設定

した損失見積額を計上しております。

8. ヘッジ会計の方法
営業活動及び財務活動における商品の価格変動リスク、為替変動リスク及び金利変動リスク等の市場リスク

をヘッジするために、商品先物・先渡取引、為替予約取引及び金利スワップ取引等のデリバティブ取引を行っ
ております。これらの取引は、原則として繰延ヘッジ処理によっております。

9. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（ 追 加 情 報 ）

1. 退職給付会計
当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成10年 6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前中間
純損失は 588百万円減少しております。
また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示し

ております。

2. 金融商品会計
当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成11年 1月22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前中間
純損失は 499百万円増加しております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券のうち１年内

に満期の到来するものは流動資産として、それ以外のものは投資有価証券として表示しております。その結果、
流動資産の有価証券は 36,858百万円減少し、投資有価証券は 36,858百万円増加しております。
なお、当中間会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりま

せん。
平成12年大蔵省令第10号附則 3項によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は下記のとおりであ

ります。
中間貸借対照表計上額 40,308 百万円
時 価 40,159
評 価 差 額金相 当額 △ 86
繰延税金資産相当額 62

（４）



3. 外貨建取引等会計基準
当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し
て、税引前中間純損失は 1,522百万円増加しております。

（ 中間貸借対照表注記 ）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 5,372 百万円

2. 担保に供している資産 91,062 百万円
取引保証及び信認金の代用 2,162 百万円

3. 保証債務 186,858 百万円

4. 受取手形割引高 9,268 百万円
受取手形裏書譲渡高 692 百万円

5. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間会計期間の
末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 1,618 百万円
支払手形 2,494 百万円

（ 中間損益計算書注記 ）

特別損失中、「事業構造改革損」は、「構造改革計画」の遂行にともない、不採算事業・取引などの縮小・撤退
を行うことにより発生した損失及び金額が合理的に見積もれる損失について処理したものであります。

（ 有価証券関係 ）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時 価 差 額

関連会社株式 11,407 百万円 8,765 百万円 △ 2,642 百万円

（５）


